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 さる７月３日，文部科学大臣主催の「教育安心社

会の実現に関する懇談会」から報告書が公表された。
報告書は，教育費負担の軽減について各学校段階ご
とに具体的提言をしているが，注目されるのは，教

育費負担について「人生前半の社会保障」という考
え方を打ち出したことだ。 

 

 まず，報告書の概要をみておこう。 
 報告書は，子どもを「社会の宝」と捉え，子ども
の教育は，社会全体で関わるべきものという認識を

示している。そのうえで，「公教育の負担の安心」
と「公教育の質の安心」の両面について社会全体で
取り組むことの必要性を指摘している。 

 まず，「負担の安心」については，①家庭の教育
費の負担感が増大していること，②わが国の公財政
支出が先進国の中でも最低レベルにあることなどを

指摘し，公財政支出による教育費の充実を提言して
いる。 
 次に，「質の安全」については，核家族化や地域

のつながりの希薄化，学ぶ意欲や学力の低下，いじ
め・不登校の増大などを指摘し，地域の教育力向上，
家庭教育への支援，学力向上策の推進，規範意識の

向上，教員の資質向上などを学校・家庭・地域が一
体となって取り組む必要性を強調している。 
 そして，今後，教育費負担の軽減のために重点的

に実施する施策例として，次の諸点を挙げている。 
希望するすべての３～５歳児を

対象に無償化する。 

2 どの自治体でも財政力に左右されず
に十分な就学援助を受けられるようにする。 

3 低所得層の家庭の生徒を対象に，授業

料の負担を軽減する。高校生が家庭の経済状況

に左右されずに安心して学業に専念できるよう

に，新たな修学支援の方策を検討する 
 

 ところで，冒頭に述べたように，今回の報告書で

は教育費負担について「人生前半の社会保障」とい
う表現を用いている。 
 「人生前半の社会保障」という言葉は，耳慣れな

い言葉だが，これは教育再生懇談会の委員である広
井良典教授（千葉大）が言い出したもので，すでに
教育再生懇談会第４次報告（５月 28 日）のなかで

も使われている。 
 その論旨は，こうだ。これまで社会保障費といえ
ば，年金や介護や医療など人生後半の高齢期に集中

してきた。しかし，わが国の将来の発展のためには，
「人生前半の社会保障」として，幼児教育期から高
等教育期に至るまでの家庭の教育費の負担軽減を図

っていくことが必要である。というのは，「人生前
半の社会保障」の充実は，人生のスタートラインに
おける個人の平等に資すると同時に，次の世代の潜

在能力を高め，高い国際競争力や経済活力の基盤強
化にもつながるからだ。 
 文科省の懇談会がこの考え方に同調した背景には，

増大する社会保障費の安定財源を確保するために不
可避とされる消費税アップによる財源を教育分野に
も取り込み，教育振興基本計画の財政的裏づけを確

保しようとする戦略があると言われている。 
 報告書を受けて出された塩谷文科大臣のコメント
で「教育振興基本計画を着実に推進していくため，

ご提案いただいた内容を施策として具体化すること
は，文部科学省としての最重要課題である」と述べ
ているのは，そのことを意味するものであろうか。 
（ひしむら・ゆきひこ＝(財)学習ｿﾌﾄｳｴｱ情報研究ｾﾝﾀｰ理事長） 
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